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世界の中のわが国の位置づけ 
 
１． 世界経済 
 
(1)近年の世界経済の成長率（2000～2005 年平均） 

2000 年以降の平均的な実質経済成長率では、世界経済平均では 4.0％程度となっている

一方で、中国 9.5％程度、インド 6.4％程度と高成長が続いており、また、ASEAN 諸国でも

高い成長を記録している。この間、日本は 1.4％程度、アメリカは 2.4％程度、ユーロ圏で

は 1.4％程度にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）ＩＭＦ「World Economic Outlook」 Database, September 2006 より作成 
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(2)世界の GDP に占める東アジアの割合 

世界の GDP に占める東アジアのシェアは 1980 年には 15％程度であったが、2004 年に

は 20％と上昇している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）１．United Nations 「National Accounts」より作成。     
２．東アジア（除く日本）は、ＡＳＥＡＮ、中国（含む香港）、韓国の合計。 
 

 
(3)日本の広域ブロックにおける人口・GDP・面積 

広域ブロック別の GDP では、中部圏はオランダを上回り、韓国とほぼ同等の値を示して

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）総務省「国勢調査報告」（2005 年）、内閣府「平成 16 年度県民経済計算」、国土地理院資料（2005 年）、「世

界の統計２００６」をもとに国土交通省国土計画局作成 
（注）各国人口は 2005 年年央推計人口。各広域ブロックのＧＤＰについては、「世界の統計２００６」のドル円レー

ト暦年値により国土交通省国土計画局にて換算 
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(4)世界の経済連携の動向 

欧州でのＥＵ統合、北米でのＮＡＦＴＡ成立といった世界的に地域統合の動きがみられ

る一方、東アジアでも近年、ＡＳＥＡＮを中心に経済連携の動きが活発化しており 2005 年

には中国・ＡＳＥＡＮの物品協定が発効され、さらには韓国・ＡＳＥＡＮの物品協定も発

効が予定されているなど、制度面でも急速な統合の動きが進んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1.UAE＝アラブ首長国連邦 
※2.ACP＝ｱﾌﾘｶ･ｶﾘﾌﾞ・太平洋地域の旧植民地約 70 カ国 
※3.DR-CAFTA 参加国＝米・ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ･ｺｽﾀﾘｶ･ﾎﾝｼﾞｪﾗｽ･ﾆｶﾗｹﾞｱ･ｸﾞｱﾃﾏﾗ･ﾄﾞﾐﾆｶ共和国 

（備考）経済産業省資料より 
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２．貿易 
 
(1)世界貿易の動向（1994 年→2004 年） 

東アジアの輸出入の世界シェアは拡大しており、国際貿易における存在感を高めている。

東アジアが「世界の工場」として国際分業の重要な担い手となり、部品等の輸出入を増加

させていることや、最終需要地である日本、アメリカ、欧州等への完成品の輸出を増加さ

せていることに加え、域内の所得水準の向上により完成品の需要地としての魅力を増し、

域外からの輸入も拡大させていることによる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）倍率は基本的には 1994 年から 2004 年の比率を表示しているが、データの制約から、地域によっては、違う年の

統計を使用している場合がある 
（出典）経済産業省「通商白書 2006」に基づき国土交通省国土計画局作成 
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(2)アジア諸港に比べ相対的地位が低下している我が国の港湾 

近年、アジア諸港のコンテナ取扱量が急速に増加し、2005 年では、世界の上位 6 位まで

を東アジアの貿易港が占めるまでに成長している。一方、我が国の主要貿易港については、

コンテナ取扱量は増加しているものの、アジア諸港のコンテナ取扱量を大きく下回る状況

にある。中部圏を代表する名古屋港においても、1980 年から 25 年間で、コンテナ取扱量

は約 10 倍に増加したにもかかわらず、アジア諸港の成長力には及ばず、相対的な地位では

依然として下位に位置づけられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEARBOOK 1980 
    March 2006 Containerisation International 
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(3)東アジアにおける物流ネットワークのイメージ 

航空や海運の国際ネットワークの充実や国内交通との円滑な接続、物流情報基盤の整備

等を通じ、東アジアにおけるシームレスな複合一貫輸送体系を確立する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）ＳＣＭ：電子化の推進や商慣行の見直し、取引単位の標準化等により商品をスピーディーに適正価格で提供する仕

組み 
RORO 船：トラック等の車両が貨物を積んだまま走行して上下船し輸送できる船舶 

（出典）：国土交通省国土計画局作成 
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(4)東アジアにおける鉱工業品中間財の貿易状況 

東アジア域内の中間財輸出額は双方向で大きく増加するなど、相互に部品を供給し合う

関係が進展。特に、日本から中国向けの中間財輸出額は 10 倍近く増加。ただし、中国の中

間財輸出割合はそれほど大きく増加しておらず、中国については、中間財を輸入して最終

財を加工・組立する拠点としての性格を残していることがうかがえる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）１．経済産業省、厚生労働省、文部科学省「2006 年版ものづくり白書」より作成 
２．（）内は、鉱工業品の貿易全体に占める中間財貿易の割合
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 (5)近年の輸出数量の伸びに占める中国向け輸出の寄与 

輸出数の伸びに占める中国向け輸出の寄与が高まっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）財務省「貿易統計」により作成。 
 
 
(6)外貿コンテナ貨物取扱量の推移 

東アジア地域が生産拠点としての機能を高めたことにより日本と当該地域の貿易が増加

し、日本海側沿岸の港から東アジアへの物流が増加しており、日本海側の物流拠点として

の重要性が高まっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ※平成１６年は速報値 
（出典）国土交通省港湾局資料 
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３．産業 
 
(1)日本の製造業の海外現地法人数の推移 

90 年代以降、中国、ASEAN への進出が急増しており、2004 年では、10 年前の約 2 倍

となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）東洋経済「海外進出企業総覧」より作成 

 
(2)外資系企業の立地からみた地域別対日投資の動向 

対日投資は人口やＧＤＰ規模が大きい首都圏に集中しており、地方部での立地は極めて

少ない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）１．経済産業省「第 39 回外資系企業動向調査」より作成２．2004 年度実績 



 10 

(3)アジア進出海外現地法人による日本からの調達額 

日本企業のアジアへの進出の増加に伴い、現地法人による日本からの部品等の調達額は

増加。ただし、近年ではアジアの技術水準の向上等により現地での一括生産も増加してお

り、調達率はやや低下傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（備考）１．経済産業省「第 35 回海外企業進出調査」より作成。２．日本からの調達比率＝日本からの調達額／現地法

人の調達総額日本への販売比率＝日本への販売額／現地法人の販売総額３．アジア：インド、パキスタン、バ

ングラディッシュ、スリランカ、ミャンマー、マレーシア、シンガポール、タイ、インドネシア、フィリピン、

カンボジア、ラオス、香港、台湾、ベトナム、韓国、ネパール、中国 

 
(4)外国人研究者受入れ国際比較 

アメリカ、イギリス、フランスに比べて、外国人研究者の受入れは少ない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）１．科学技術・学術審議会基本計画特別委員会（第９回）資料より作成 
２．日本・イギリス・フランスは 2003 年、アメリカは 2001 年、ドイツは 2004 年の数値 
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４．エネルギー情勢 
 
(1)世界のエネルギー需要の見通し 

今後のエネルギー市場を長期的に展望すると、需要面からは、高い経済成長が見込まれ

るアジアを中心に世界的なエネルギー需要が急速に拡大し、2030 年には 2004 年比で約

50％程度増加することが見込まれている。日本を含むアジア地域のシェアは 2004 年の約

31％から 2030 年には約 37％に拡大、なかでも、中国は世界全体の増加分の約 30％を占め

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（備考）１．IEA「World Energy Outlook 2006」レファレンスシナリオより作成。 

２．アジア：アフガニスタン、バングラディッシュ、ブータン、ブルネイ、カンボジア、中国、台湾、フィジ

ー、仏領ポリネシア、インド、インドネシア、キリバス、北朝鮮、ラオス、マカオ、モルジブ、モンゴル、

ミャンマー、ネパール、ニューカレドニア、パキスタン、パプアニューギニア、フィリピン、サモア、シ

ンガポール、ソロモン諸島、スリランカ、タイ、トンガ、ベトナム、バヌアツ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（備考）１．IEA「World Energy Outlook 2006」レファレンスシナリオより作成。 

２．アジア：アフガニスタン、バングラディッシュ、ブータン、ブルネイ、カンボジア、中国、台湾、フィジ

ー、仏領ポリネシア、インド、インドネシア、キリバス、北朝鮮、ラオス、マカオ、モルジブ、モンゴル、

ミャンマー、ネパール、ニューカレドニア、パキスタン、パプアニューギニア、フィリピン、サモア、シ

ンガポール、ソロモン諸島、スリランカ、タイ、トンガ、ベトナム、バヌアツ 
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(2)石油依存度の見通し 

OECD の石油輸入依存度が、現在の 56％から 2030 年には３分の２に上昇するなど、エ

ネルギー消費国の価格ショックに対する脆弱性が高まることが懸念される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(備考)IEA「World Energy Outlook 2006」レファレンスシナリオより 

（備考）１．IEA「World Energy Outlook 2006」レファレンスシナリオより作成。 
２．アジア：アフガニスタン、バングラディッシュ、ブータン、ブルネイ、カンボジア、中国、台湾、フィジ

ー、仏領ポリネシア、インド、インドネシア、キリバス、北朝鮮、ラオス、マカオ、モルジブ、モンゴル、

ミャンマー、ネパール、ニューカレドニア、パキスタン、パプアニューギニア、フィリピン、サモア、シ

ンガポール、ソロモン諸島、スリランカ、タイ、トンガ、ベトナム、バヌアツ 

 
(3)エネルギー効率の国際比較 

日本のエネルギー効率は群を抜いている。一方、中国は日本に比べ約８倍非効率となっ

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）１．IEA「Key World Energy Statistics 2006」レファレンスシナリオより作成 
２．エネルギー原単位＝エネルギー消費量／ＧＤＰ 
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５． 環境問題 
 
(1)二酸化炭素排出量 

二酸化炭素排出量では、2015 年頃には中国がアメリカを抜いて世界最大の排出国となる

ことが見込まれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）IEA「Key World Energy Statistics 2006」レファレンスシナリオより作成。 
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６． 交流 
 
(1)日本人の国別海外旅行者数の推移 

日本人の海外旅行者数は、2003 年には SARS の影響により大きく落ち込んだものの、

2004 年 2005 年と順調に増加しており 1,700 万人を越えている。特に、中国、韓国など東

アジアへの旅行者が増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）「世界と日本の国際観光交流の動向」等により作成 

 

(2)国別訪日外国人旅行者数の推移 

訪日外国人旅行者数は、出国者の半分にも満たないものの、近年では東アジアからの旅

行者の急増により増加傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）「世界と日本の国際観光交流の動向」等により作成 
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(3)東アジアの旅行需要 

東アジアからみた海外旅行に行きたい国・地域として日本は高い評価を得ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）１．独立法人経済産業研究所「東アジア域内交流に関する意識調査研究報告書」より作成 

 
(4)外国人旅行者受入れ国際比較 

外国人旅行者受入れ数を国際比較すると世界で 30 位に甘んじている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）資料に基づき国際観光振興機構作成 
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(5)外国人留学生の推移 

外国人留学生数も近年増加傾向にあり、2006 年には 12 万人近くとなっており、その大

半が中国、韓国、台湾からの留学生が占めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（各年とも５月１日現在の値） 
（備考）独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）資料より作成 

 

(6)アジアからの留学生の留学先 

アジアからの留学生（大学レベル相当）での受け入れ先としては北米（約 38 万人）が最

も多く、次いでヨーロッパ（約 28 万人）、オセアニア（約 13 万人）となっている。日本で

受け入れている留学生は 7万人程度にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注）UNESCO の定義による高等教育は、概ね日本の大学レベルに相当する。 
出典：“global education digest 2005”UNESCO より作成 
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(7)海外での日本語学習者数とその内訳 

海外での日本語学習者数は増加傾向。韓国、中国における学習者が半数以上を占める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）国際交流基金「海外日本語教育機関調査」より作成 

 

(8)国際コンベンション開催動向 

国際コンベンション開催件数でみると、日本は欧米、さらにはアジアの国にも遅れをと

っている 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（備考）１．独立行政法人国際観光振興機構（JNTO）「2005 年コンベンション統計」より作成 

２．コンベンションの定義は、国際団体連合（UAI）による「国際団体本部が主催または後援した会議」、また

は、「その他国内団体もしくは国際団体支部が開催した会議で①参加者数 300 人以上、②参加者の 40％が

外国人、③参加国が５カ国以上、④会期が３日以上の実績があった会議」 
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７． 暮らし 
 

(1)世界の穀物自給率の見通し 

途上国では供給不足の一層の拡大、東アジアについても穀物自給率が低下することが見

込まれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（備考）Food and Agriculture Organization “World Agriculture: towards 2015/2030”より作成 

 

(2)農林水産物の国際展開 

世界的な日本食ブームやアジア諸国の経済発展による高所得者層の増加等により、高品質

で安全・安心な国産農林水産物・食品の輸出拡大の可能性が増大。取組も拡大してきてお

り、農林水産物の輸出額は近年増加傾向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注 1）農産物については、たばこ、アルコール飲料を、水産物については、真珠をそれぞれ除いた金額である。 
（注 3）平成 13 年についてはコメ支援に係るコメの輸出額を除いている。 
（注 4）平成 17 年の我が国の農林水産物の輸入額は、70,609 億円。（たばこ、アルコール飲料、真珠を除く。） 

（出典）：農林水産物等輸出促進全国協議会総会配布資料「農林水産物等の輸出促進について」 
（平成 18 年 5 月農林水産省） 


